
  

 
  

 
 

 
 
 
 

  償却方法の届出 

Ｑ：減価償却資産を新たに取得した場合に

は、届出が必要ですか？  

 

Ａ：原則的には届出が必要ですが、届出し

なくてもよい場合もあります。 

【解説】 

減価償却資産を新規に取得して、その償却

方法を選定する場合には、原則として、申告

期限までに「減価償却資産の償却方法の届出

書」を所轄税務署長に提出しなければなりま

せんが、次の場合には、届出書を提出しなく

てもよいこととされています。 

①  みなし選定 

平成19年３月31日までに取得した資産に

適用している償却方法がある場合におい

て、平成19年４月１日以後にその資産と同

じ区分のものを取得したときは、届出書を

提出しないでも、自動的に償却方法を選定

したものとして取扱われることとなって

います。したがって、たとえば、旧定率法

を適用している資産と同じ区分の資産を

平成19年４月１日以後に取得したときは、

届出書を提出しなくても定率法が自動適

用されることになります。 

②  法定償却方法 

減価償却資産には、法定償却方法(たとえ

ば機械なら定率法)が定められており、こ

れまで取得したことのない資産を取得し

て届出書を提出しない場合には、法定償却

方法を選定したものとして取扱われるこ

ととなっています。したがって、法定償却

方法でよいという場合は、届出は不要です。 
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